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要旨：本研究では，ガス加熱炉により温度 500℃で 1 時間と 4.5 時間の加熱を行ったコンクリート試験体

で，衝撃弾性波法に基づく多点表面伝搬時間差法を適用し，火害を受けたコンクリートの劣化深さの評価

を試みた。既往の研究での解析方法を検討した結果，この方法の仮定は今回の試験体の状況とは一致せず

に，適用できないことが確認された。そこで新しい解析方法を提案して検討した。その結果，新しい解析

方法により，多点表面伝搬時間差法の測定結果から火害による劣化深さを評価できる可能性が示された。 
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1. はじめに 

 コンクリートの劣化の一つに火害がある 1)。火害を受

けたコンクリートに対しては，補修・補強などの対策の

要否を判定するための調査・診断が有効であると考えら

れ，これまで様々な検討がされている 2)，3)。筆者らも，

非破壊試験の一手法である衝撃弾性波法に着目し，火害

を受けたコンクリートの加熱面の片側表面からの測定に

より，劣化部の面的な範囲，さらにはその深さを評価す

る試験方法について検討している 3)，4)，5)。 

 劣化深さを評価するための測定方法については，加熱

面であるコンクリート表面に弾性波の入力点と受信点を

複数点設け，各入力点と受信点において，最初に到達す

る弾性波の伝搬時間を測定する方法（以下，多点表面伝

搬時間差法という）を検討している。火害を受けたコン

クリートでは，表面側の弾性波速度は内部よりも低下し，

表面からの深さが大きくなるに従って劣化は軽減し，弾

性波速度は徐々に大きくなると想定される。そこで，測

定された伝搬時間差から森濱らにより提案 6)されている

解析方法を用いて（以下，従来法という），コンクリート

表面からの深さと弾性波速度の関係式（以下，深さ方向

の速度分布という）を推定し，劣化深さを評価する方法

を検討してきた。しかしながら，既往の研究では 5)，加

熱温度（コンクリート表面から 0mm にある 3 本の熱電

対で測定した温度の平均値をいう）を 500℃，700℃とし

た場合には，従来法では深さ方向の速度分布が算出でき

ない場合があるという課題が確認された。 

 そこで本研究では，コンクリート試験体 2 体に対して，

ガス加熱炉により加熱温度 500℃での加熱を 1 時間と 4.5

時間で行い，加熱後の試験体において多点表面伝搬時間

差法により測定し，既往の研究では評価困難な場合にお

いても火害による劣化深さを評価する新しい解析方法に

ついての検討を行った。 

 

2. コンクリート試験体および加熱試験 

2.1 試験体 

 試験体の形状は図－1 に示すように，長さ 900mm，幅

900mm，厚さ 250mm の直方体であり，これを 2 体作製

した。加熱後の試験体の移動を考慮して，加熱面から深

さ 165mm の位置に用心鉄筋（異形棒鋼(呼び名：D13)）

をロの字状に 4 本配置した（図－1 参照）。コンクリート

は，生コン工場で製造した呼び強度：24 を使用した。コ

ンクリートの使用材料は，セメント：普通ポルトランド

セメント（密度：3.16g/cm3），水：地下水，細骨材：大
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図－1 試験体の形状および熱電対の設置位置 
 

表－1 コンクリートの配(調)合 

W C S1 S2 G A

57.0 46.1 168 295 594 257 1002 2.95

単位量(kg/m3)W /C
(%)

s /a
(%)
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分県津久見市産砕砂（表乾密度：2.68g/cm3，粗粒率：2.85）

および京都府亀岡市産砕砂（表乾密度：2.60g/cm3，粗粒

率：2.85），粗骨材：京都府亀岡市産砕石（表乾密度：

2.68g/cm3，実積率：58%），混和剤：AE 減水剤標準型Ⅰ

種である。コンクリートの配（調）合を表－1 に示す。

なお，フレッシュコンクリートの性状は，スランプ 9.0cm，

空気量 4.1%である。強度試験用の円柱供試体は，材齢

28 日に JIS A 1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」

に基づき圧縮強度試験を実施した結果，圧縮強度は

32.4N/mm2 であった。加熱試験用の試験体は室内気中養

生をした後，材齢 7 日で脱型し，加熱試験に供するまで

屋内で静置した。なお，加熱時のコンクリートの温度履

歴を把握するため，図－1 に示す 3 箇所に加熱面から 0，

25，50，100mm の位置に K 熱電対をそれぞれ設置した。 

2.2 加熱試験 

 試験体の加熱には図－2 に示すガス加熱炉を使用した。

天井スラブの加熱を想定し，試験体の長さ 900mm，幅

900mm の型枠面（有効加熱寸法：長さ 670mm×幅

670mm）が炉内に接するように試験体を設置した。ガス

加熱炉の熱源は都市ガス（46090kJ/m3）とし，ISO834 の

標準加熱曲線に沿って炉内温度を上昇させ，図－1 に示

すコンクリート表面から 0mm にある 3 本の熱電対で測

定した温度の平均値が 500℃となるまで各試験体を加熱

した。この温度を本研究では加熱温度と呼ぶ。その後，

火害劣化の程度に差異を設けるため，加熱温度を約

500℃一定とした上で，1.0 時間継続（以下，加熱継続時

間とする）して加熱する試験体と，加熱継続時間：4.5

時間の試験体の 2 ケースを設定（以下，試験体名称を 1.0h

試験体，4.5h 試験体とする）した。なお，加熱試験日で

の試験体材齢は 1.0h 試験体が 184 日，4.5h 試験体が 107

日である。加熱終了後は，加熱炉側面の炉蓋を開放し，

加熱面のコンクリート表面温度（加熱温度を計測した 3

本の熱電対での平均値）が 1.0h 試験体で 38℃，4.5 試験

体で 63℃になるまで加熱炉上に静置した。 

2.3 加熱試験中の炉内およびコンクリートの温度履歴 

 各試験体での炉内温度およびコンクリートの温度履歴

を図－3 にそれぞれ示す。図中に示す 0，25，50，100mm

の温度は，図－1 に示す 3 本の熱電対での同一深さで計

測した温度の平均値である。図－3 より，加熱継続時間

は 1.0h 試験体で 1.0 時間，4.5h 試験体で 4.5 時間となっ

ていることがわかる。 

 

3. 加熱後に試験体から採取したコアの圧縮強度・静弾性

係数 

 加熱後の各試験体からコア（直径 100mm）を 3 本ずつ

採取した。採取日は，多点表面伝搬時間差法による測定

が終了した翌日（加熱試験日の翌々日）である。採取し

たコアの圧縮強度試験および静弾性係数の測定結果を表

－2 に示す。なお，採取したコアは非加熱面側を切断し，

長さが約 200mm となるように加工して，試験を実施し

ている。また，比較のため試験体作製時に併せて作製し

た円柱供試体（未加熱）でも 4.5h 試験体から採取したコ

アと同日に，圧縮強度および静弾性係数の試験をそれぞ

れ行った。表－2 より，加熱により圧縮強度および静弾

性係数は低下し，加熱継続時間が長くなることによって，

両物性値がより低下していることが確認された。 
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図－2 ガス加熱炉の概要 
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(b) 4.5h 試験体 

図－3 試験体の温度履歴 
 

表－2 コアの圧縮強度・静弾性係数 

1.0h試験体 21.5 17.6

4.5h試験体 20.4 14.5

円柱供試体 32.4 31.5

試験体

名称

圧縮強度

(N/mm2)
静弾性係数

(kN/mm2)

注：各試験結果は採取したコア3本の平均値。  
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4. 多点表面伝搬時間差法の測定結果および考察 

 多点表面伝搬時間差法の測定状況を図－4，写真－1 に

示す。加熱面のコンクリート表面に弾性波の入力点と受

信点を設定した。入力点を周波数範囲（±1dB）が 0.4～

10000Hzの加速度計を内蔵した球冠半径 7.5mmのハンマ

で打撃することで弾性波を入力し，受信点に最初に到達

した弾性波の伝搬時刻と弾性波の入力時刻から伝搬時間

差を測定した。入力点と受信点の距離は，200mm から

50mm 間隔で走査し，850mm まで設定した。測線は，加

熱範囲内で 5 測線となるように設定した（図－4 参照）。

この測定を1.0h試験体と4.5h試験体で加熱後にそれぞれ

行った。比較のため，加熱前の 1.0h 試験体でも同様に行

った。受信点に設置した圧電型加速度計の仕様は，感度

10mV/(m/s2)，周波数範囲（±3dB）0.2Hz～20000Hz であ

る。なお，サンプリング時間間隔は 0.5µs に設定した。 

 図－5 に各試験体での多点表面伝搬時間差法の測定結

果を示す。加熱前の試験体では，入力点と受信点の距離

と測定される伝搬時間差との関係は，切片が 0 となる一

つの直線で近似できる。この結果から，入力点と受信点

の各距離で受信点に最初に到達した弾性波は，伝搬距離

が入力点と受信点の距離となるコンクリート表面を伝搬

した縦弾性波であると判断できる。一方，加熱後の試験

体では，加熱前と比較して測定される伝搬時間差は大き

くなった。また，入力点と受信点の距離と測定される伝

搬時間差との関係は一つの直線で示される関係ではなく，

入力点と受信点の距離により，測定される伝搬時間差の

変化量が異なる関係となった。具体的には，例えば図－
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図－4 多点表面伝搬時間差法の測定概要 
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写真－1 多点表面伝搬時間差法の測定状況
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(a)上端面から170mm 
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(b)上端面から310mm 
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(c)上端面から450mm 
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(d)上端面から590mm 
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(e)上端面から730mm 

図－5 各測線での伝搬時間差の測定結果 
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5(a)の場合では，距離が 500mm 以下では，距離の変化に

対する伝搬時間差の変化量が大きく，距離が 500mm 以

上では，距離の変化に対する伝搬時間差の変化量は小さ

くなっている。加熱面側のコンクリート表層部分の弾性

係数と弾性波速度が，加熱の影響で内部のコンクリート

のそれらよりも低下したことにより，受信点に最初に到

達した弾性波が，速度の大きいコンクリート内部を経由

した縦弾性波になったと推察される。以上のとおり，加

熱前後により入力点と受信点の距離と測定される伝搬時

間差との関係には変化が生じることが確認された。さら

に，加熱継続時間が長くなるほど，これらの変化傾向は

強くなっていることも明らかとなった。 

 

5. 劣化深さの評価方法 

5.1 従来法の測定原理と課題 

 多点表面伝搬時間差法による測定結果から劣化深さを

評価する方法として，従来法では，深さ方向の速度分布

を，森濱らにより提案 6)されている式(1)を適用して推定

し，健全部の速度となる深さから劣化深さを評価する方

法が提案されている 3)，4)，5)。 

     1.0
0

1.0)( ihhKKxxV    (1) 

 ここで，K，h0：定数，hi：コンクリート表面からの深

さ，V(x)：深さ x での弾性波速度，ただし，x は h0 と hi

との和である。 

 従来法での模式図を図－6(a)に示す。従来法では，ま

ず，火害が生じたコンクリートの表層側はコンクリート

の弾性波速度が内部よりも低下することを前提としてい

る。また，表面からの深さが大きくなるに従って劣化の

程度が軽減して，弾性波速度が連続して徐々に大きくな

り（ミラージ層 7)），ある深さ以上で速度が一定値に収束

すると仮定している。この仮定と式(1)に基づき推測した

伝搬時間差と，実際に多点表面伝搬時間差法で測定され

た伝搬時間差とを比較することで，式(1)の K，h0を決定

し，その結果から劣化深さの推定が可能となる。 

 ここで，従来法により劣化深さが評価された場合での

多点表面伝搬時間差法の測定結果を図－6(b)に示す 4)。

図－6(b)は，既往の研究 4)において，部材厚さ 400mm の

コンクリートで，加熱条件をガス炉にて炉内温度を

600℃まで昇温し，600℃を 280 分保持した場合での測定

結果である。劣化深さは約 250mm と評価された。図－

6(b)の入力点と受信点の距離と測定された伝搬時間差と

の関係に着目すると，一つの直線で示される関係である。

この場合には，従来法により劣化深さの評価が可能とな

る。ただし，今回の加熱後の試験体での多点表面伝搬時

間差法による測定結果は，3 章に示したとおり，入力点

と受信点の距離と測定される伝搬時間差との関係は一つ

の直線で示される関係ではない。この場合には，既往の

研究 5)にも示したとおり，従来法では深さ方向の速度分

布が算出できない。新しい解析方法を考案することが課

題であった。 

5.2 本研究で提案する新しい解析方法 

 前節に示した課題に対して，図－7(a)の模式図に示す

伝搬経路となるモデル 7)を検討した（以下，提案法とい

う）。提案法はミラージ層の下に，弾性波速度がミラージ

層とは不連続で，ミラージ層の最下部よりも大きく，さ

らに，一定の速度を持つ層があると仮定している。この

条件の場合に測定されるであろう伝搬時間差の模式図を

図－7(b)に示す。まず，入力点と受信点の距離が短い場

合には，ミラージ層を伝搬した弾性波の伝搬時間差 T1
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(a)伝搬経路の模式図 
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(b)測定される伝搬時間差の例 

（参考文献 4)，長さ方向 470mm での加熱後の結果） 

図－6 従来法の伝搬経路の模式図と測定結果の例 
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(b)測定される伝搬時間差の例 

図－7 提案法の伝搬経路の模式図と測定結果の例 
（参考文献 7)をもとに作成） 
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が測定される。ここでの弾性波の伝搬経路は楕円上にな

り，ミラージ層内での深さ方向の速度分布の関係式は式

(2)，伝搬時間差 T1は式(3)と設定される 7)。 

   　0000 )( Za+V=ZV    (2) 

   








0

01

0
1 2

sinh
2

V

La

a
=T    (3) 

 ここで，Z0はコンクリート表面からの深さ，V0はコン

クリート表層での弾性波速度（以下，表層速度という），

a0は定数，Lは入力点と受信点の距離である。 

 次に，入力点と受信点の距離がある距離以上では，速

度の大きい層の表面を経由した弾性波の伝搬時間差 T2

が測定される。入力点と受信点の距離と測定される伝搬

時間差との関係式の切片 t2には，式(4)が成立する。 
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 ここで，Vmはミラージ層最下部での速度，V2はミラー

ジ層の下層にある速度が速い層の速度（以下，内部速度

という）である。 

 以上の性質より，提案法のモデルは入力点と受信点の

距離と測定される伝搬時間差との関係は，一つの直線で

示される関係ではなく，入力点と受信点の距離によって

測定される伝搬時間差の変化量が異なる関係となる。こ

れは 3 章で示した測定結果と一致する。また，次の手順

により，ミラージ層と速度の大きい層との境界（以下，

速度変化面という）までの深さを求めることができる。 

1) 多点表面伝搬時間差法の各入力点と受信点の距離で

測定された伝搬時間差を比較して，測定される伝搬

時間差が T1から T2に変化する入力点と受信点の距離

L0を判断する。 

2) 式(3)の V0 と a0 を任意に設定し，距離 L0 以下での T1

を算出する。この結果と多点表面伝搬時間差法の距

離 L0以下で実際に測定された伝搬時間差 T1とを比較

し，誤差が最小となる条件から，V0と a0を決定する。 

3) 多点表面伝搬時間差法の距離 L0 以上で実際に測定さ

れた伝搬時間差 T2 と，入力受信点間距離との関係式

を最小二乗法で求め，関係式の切片を求める。 

4) 式(4)の Vm と V2 を任意に設定し，2)で決定した V0 と

a0 から t2 を算出する。この結果と 3)により求めた関

係式の切片とを比較し，誤差が最小になる条件から，

Vmと V2を決定する。 

5) 2)で決定した V0と a0を式(2)に代入し，V(Z0)が 4)で決

定したVmとなる深さZ0を速度変化面までの深さとす

る。 

 図－5 に示した多点表面伝搬時間差法の測定結果から，

上記の手順により，表層速度，速度変化面までの深さ，

ミラージ層最下部での速度，内部速度を求めた。この結

果を表－3，図－8 に示す。表－3，図－8 より，速度変

化面までの深さは 1.0h 試験体で 99mm～148mm，4.5h 試

験体で 128mm～159mm となり，加熱継続時間が長くな

表－3 深さ方向の速度の測定結果 

128速度変化面までの深さ(mm) 154 158 159 141

3610内部速度(m/s) 4090 4030 3870 3490

950 1200

1650

3810 3990 3670 3940 4050

1650 1350 1150 1150

測定位置：上端面からの距離(mm)

速度変化面までの深さ(mm) 99 130 126 148 126

1650

170 310 450 590 730

表面速度(m/s) 1750 1300

内部速度(m/s)

試験体

1.0h

試験体

4.5h

試験体

ミラージ層最下部での速度(m/s)

ミラージ層最下部での速度(m/s)

表面速度(m/s)

測定項目

3400 3600 3260 3410 3290

3210 2380 3010 2700 3010
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図－8 深さ方向の速度分布の測定結果 
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るほど測定される速度変化面までの深さは大きくなった。 

 この結果を検証するため，加熱後の各試験体から採取

したコア（直径 100mm）で接触時間試験 8)を実施した。

この状況を写真－2 に示す。採取したコアの側面を周波

数範囲（±1dB）が 0.4～10000Hz の加速度計を内蔵した

球冠半径 7.5mm のハンマで打撃し，コンクリートとの接

触時間を測定した。ここで測定される接触時間は，打撃

体との接触するコンクリートの弾性係数やブルネル硬さ

が大きくなると短くなる性質がある。測定位置はコンク

リート表面からの深さ 25mm から 25mm 間隔で深さ

225mm までとし，各深さでの打撃点は円周方向に 25mm

間隔の 13 点とした。採取した 3 本のコアの各深さで接触

時間を測定し，平均値を求めた。この結果を図－9 に示

す。図－9 より，コンクリート表層付近では接触時間が

長くなるが，1.0h 試験体では深さ 125mm 以深，4.5h 試

験体では 150mm 以深で接触時間が短くなった。これら

の深さではコンクリートの弾性係数，ブルネル硬さが大

きくなっていると判断できる。これは表－3，図－8 に示

した速度変化面までの深さと概ね同様の結果である。以

上の結果より，多点表面伝搬時間差法の測定結果から求

める速度変化面までの深さを推定することで，火害によ

り劣化した深さを評価できる可能性が示唆された。 

 

5. まとめ 

 本研究で得られた結論を以下に示す。 

(1) 本研究で対象とした試験体では，多点表面伝搬時間

差法により測定した結果，入力点と受信点の距離と

測定される伝搬時間差との関係は一つの直線で示さ

れる関係とはならず，入力点と受信点の距離により

伝搬時間差の変化量が異なった。 

(2) 上記(1)に示す結果が得られた場合は，従来法を適用

して火害による劣化深さの評価は困難であることを

確認した。 

(3) 本研究では，入力点と受信点の距離によって測定さ

れる伝搬時間差の変化量が異なる場合においても適

用可能なモデルを仮定し，これに基づく新しい解析

方法を提案した。その結果，求めた速度変化面まで

の深さから火害による劣化深さを評価できる可能性

があることを明らかにした。 
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写真－2 採取したコアでの接触時間の測定状況 
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図－9 採取したコアで測定した各深さの接触時間 
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